
参考資料３ 
（参考）関連法令等 

〇 定期接種の実施にあたって、市町村長は、勧奨（Ａ類疾病のみ）及び周知を実施しな 

ければならないこととされている。 

 
＜参照条文＞ 

・ 予防接種法（昭和 23年法律第 68 号） 

  （予防接種の勧奨） 

第８条 市町村長又は都道府県知事は、第５条第１項の規定による予防接種であってＡ類疾病に係るも

の又は第６条第１項若しくは第３項の規定による予防接種の対象者に対し、定期の予防接種であって

Ａ類疾病に係るもの又は臨時の予防接種を受けることを勧奨するものとする。 

２ 市町村長又は都道府県知事は、前項の対象者が１６歳未満の者又は成年被後見人であるときは、そ

の保護者に対し、その者に定期の予防接種であってＡ類疾病に係るもの又は臨時の予防接種を受けさ

せることを勧奨するものとする。 
 

・ 予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 号） 

  （予防接種の公告） 

第５条 市町村長又は都道府県知事は、法第５条第１項又は第６条第１項若しくは第３項の規定による

予防接種を行う場合には、予防接種の種類、予防接種の対象者の範囲、予防接種を行う期日又は期間

及び場所、予防接種を受けるに当たって注意すべき事項その他必要な事項を公告しなければならな

い。 

  （対象者等への周知） 

第６条 市町村長は、法第５条第１項の規定による予防接種を行う場合には、前条の規定による公告を

行うほか、当該予防接種の対象者又はその保護者に対して、あらかじめ、予防接種の種類、予防接種

を受ける期日又は期間及び場所、予防接種を受けるに当たって注意すべき事項その他必要な事項を周

知しなければならない。 
 

※定期接種実施要領（平成 25年３月 30日健発 0330 第２号厚生労働省健康局長通知 別添）において、

令第６条の周知について、以下のとおり規定されている。 

２．対象者等に対する周知 

(1) 定期接種を行う際は、政令第 5 条の規定による公告を行い、政令第 6条の規定により定期接種の対象者

又はその保護者に対して、あらかじめ、予防接種の種類、予防接種を受ける期日又は期間及び場所、予防

接種を受けるに当たって注意すべき事項、予防接種を受けることが適当でない者、接種に協力する医師そ

の他必要な事項が十分周知されること。その周知方法については、やむを得ない事情がある場合を除き、

個別通知とし、確実な周知に努めること。 

 

〇 現在、ＨＰＶワクチンについては、「ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種の対

応について（勧告）」（平成 25 年６月 14 日健発 0614 第１号厚生労働省健康局長通知）

において、勧奨と周知についてそれぞれ以下のとおり規定している。 

 
 １ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種の対象者又はその保護者（以下「対象者等」という。）に対

し、予防接種法第８条の規定による当該接種の勧奨を行うに当たっては、市町村長は、接種の積極的な勧

奨とならないよう留意すること。 
 

 ２ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種を中止するものではないので、対象者のうち希望者が定期接

種を受けることができるよう、市町村長は「予防接種法第５条第１項の規定による予防接種の実施につい

て」（平成 25 年３月 30日健発 0330 第２号厚生労働省健康局長通知）の別添「定期接種実施要領」第１の

２にあるとおり、予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 号）第５条の規定による公告及び同令第６条の

規定による対象者等への周知等を行うとともに、接種機会の確保を図ること。ただし、その周知方法につ

いては、個別通知を求めるものではないこと。 


